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1．ま　え　が　き

トラクターの投下資本は他の農機具に比較して大きい

だけに．特にその経済性が問題とされてきた。年間の稼

動時間が400時間以下である水田利用中型トラクターに

とって，運転費に占める固定費の割合は極めて大きい。

本報告は．以上の観点に立って，減価依却費算出の基

礎となる耐用年数を知るため，主として稼動量との関係

で．とらえようとしたものである。

このため，昭和36～38年に共同で中型トラクターを導

入し，その利用歴が5～7年におよび，しかもこのうち

約半数がすでに更新している大曲市内の19組合を調査対

象として選定した。

2．トラクターの稼動実摘

この19組合は，ほぼ同一の馬力規模（15～18PS）の

トラクターを導入しているにもかかわらず，その組織規

模（水田両横）は5．6～40．5如（平均15．6／∽）の分散を

第1表　利用組合の組織規模と稼動量別組合数

計

計

示す。そして，この組織規模の条件が，運転労力の調

達，その就業構造，配車計画などの運営方式を支配し，

稼動量を規制している（水田におけるトラクターの共同

利用に関する研究：東北農業研究第8号参照）。

以上のことから，トラクター1台当りの年平均稼動量

（耕起＋砕土＋代かき作業面積／使用年数，いずれの作

業もロータリーによる）は，12．0～61．1九α（平均32．3ゐα）

の差を示す。しかも，第1表でも明らかであるように組

織規模が大きいものほと稼動量が多い。

トラクターの導入年次あるいは更新年次が異なり使用

年数に差があるので，ただちに1台当りの総稼動量を比

較することは問題であるので，これを次の3つにグルー

ピソグして検討した。

Ⅰ群はすでに更新されたもの。Ⅰ・Ⅰ群は，現在も継

続して使用しているが，皿群はこのうちオーバホールを

したものとする。

この結果，Ⅰ群は年平均稼動量は多いが．平均年令が

4．6年と短かいことから．総稼動量は154九αにすぎな

い。また，Ⅰ・皿群は平均年令はほぼ同じであるが．組

織規模の小さい組合の多いⅡ群は1257昭であるのに対し

て，Ⅱ群ではすでに237厄におよぶ稼動量を消化してい

る。

3．修理費と更新の機構

以上の稼動量の差は．当然修理費にも影響し．これが

またトラクターの更新に関与する。すなわち，年平均修

理費は1年日1，700円，2年且12，930円，3年日24，150
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累計修理費（万円）

第1園　累計修理費と年平均稼動量

円，4年目25，180円，5年日25，680円（機種の異なる

2組合を除く17組合の平均．なお導入初期における業者

が負担した分は含まれていない）と年々増加している。

さらに．第1図にみられるように，年平均稼動量が多い

ほど，修理費が増加している傾向がみられる。

この調査から，トラクターの更新のめやすとして次の

2つのことが考えられる。その1つは，作業原価（導入

資金の約72％を借入金に依存しているので，この場合の

減価償却費は借入金の返済硯相当分）と地区における耕

うん枚の貸耕料金との関係である。すなわち，修理費が

増加しても，前者が後者の水準に達するまでは，トラク

ターを更新しないとする考え方である。

また2つめは，水田利用トラクター組合においては，

複数磯で運営している組合は少なく，1組合1台のトラ

クター所有という形態が多い。このため，作業期間中に

故障・事故が発生した場合の代替機を所有しないことか

ら，組合の維持，運営に重大な影響をおよばす。したが

って．経済的には不利であっても．事前に更新しこれを

防止しようとするものである。すなわち，Ⅰ群のうち故

障・事故発生以前に更新した4組合は後者に相当し，そ

してⅡ・皿群は前者を更新の基準としている。

トラクター1台当りの累計修理費は，以上の事情を反

映して，それぞれの群によって異なる。すなわち，すで

に更新したⅠ群の平均は59，619円（30，695～113，550円，

故障以前に平均年令3．8年で更新した4組合は32，700

円，正・皿群とほぼ同じ5．2年で故障・事故後に更新し
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第2図　見破寿命と年平均作業量

た5組合は81，200円）であるのにたいして，Ⅰ群は稼動

量が少ないだけに．昭和43年現在で52，114円（32，500～

70，230円）にすぎない。これにたいして，Ⅱ群はすでに

オーバーホールを行なっている関係から，その琶釦ま246

，563円に達している。

なお，Ⅰ群のうち組合規模が大きく，稼動量の多い組

合のように，オーバーホール以前に更新するものと，Ⅰ

群との得失については，今後に残された問題である。

4．耐用年数について

以上のように，年々増加する修理費との関係で，トラ

クター利用組合が経験的に判断した水田利用中型トラク

ターの見境寿命は8．4年（すでに更新したⅠ群は7・6

年，いⅠ群は9．2年），同じく総稼動量は249・5九α（

124．2～390．1九α，Ⅰ群の平均253．2れⅠ・Ⅱ群の平

均246．1血Z）と算定された。

そして，見境寿命を稼動量との関係でみると，年平均

稼動量が50～60加の場合は4～6年，同様に35～50加で

は6～8年，25～35九丘では8～10年，10～25JMの範囲で

は10～12年の利用が可能となる。

以上のことから，明らかであるように，従来減価償却

費算出の基礎としての耐用年数は，稼動量に関係なく一

定年数で算出されていたが，水田利用トラクターについ

ては稼動量を考慮した耐用年数がより現実的であること

が知られた。


